医療法人制度の改正について
○平成１９年４月１日から改正医療法による医療法人制度が施行

１　一般的事項

　　新たに医療法人の運営に関する努力義務規定が整備（法第４０条の２）

　　「医療法人は自主的にその運営基盤の強化を図るとともに、その提供する医療の質の
向上およびその運営の透明性を図り、その地域における医療の重要な担い手としての
役割を積極的に果たすよう努めなければならない」

２　医療法人の「業務の範囲」の拡大

　　附帯業務の範囲の拡大（別添資料参照）

　　※１　特別養護老人ホームについては見送り

　　※２　新たに、附帯事業を行う場合には、法人の定款または寄附行為の変更について知事の認可が必要。また、個別の法律に定められた所定の手続きを、定款変更認可後に担当部局に行うことが必要
３　社会医療法人制度の創設

　　医療法人のうち、医療法第４２条に定める要件を満たし、知事の認定を受けた「社会医療法人」は、厚生労働大臣が定める「収益業務」を行うことができる。収益を当該社会医療法人が開設する病院、診療所または介護老人保健施設の経営に充てることを前提とし、社会医療法人は、その業務に支障のない限り定款または寄附行為の定めるところにより、「収益業務」を行うことができる。なお、収益業務の会計は、医業に関する会計と区分し、特別会計で経理する必要がある。

　　

４　特別医療法人について

　　旧医療法の規定による既存の特別医療法人は、法施行後５年間は、改正前の医療法における特別医療法人に関する規定が効力を有する。

５　医療法人の設立について

　　今後、新たに設立される医療法人については、「残余財産の帰属すべき者」について、国、地方公共団体、医療法人、都道府県医師会または郡市医師会であって、病院等を開設するもの、のうちから選定することとし、医療法人の非営利性の徹底を図っている。

　　

６　既存の医療法人の取扱い

　　既存の医療法人は、「経過措置型医療法人」として、存続する。
　　また、従来の定款に基づいて「社団である医療法人で持分の定めのあるもの」としての存続が可能。ただし、残余財産の帰属に関して、一度、上記５の内容の変更認可を受けた場合には、「経過措置型医療法人」への移行（後戻り）は不可。

７　医療法人の管理に関する事項

　　内部管理体制の明確化を図る。

（１）役員の任期

　　　２年を超えることは不可。ただし、再任を妨げない。

（２）監事の職務

　　　医療法に明記

（３）役員の補充

　　　理事または監事の定数の５分の１を超える者が欠けた場合には、１ヶ月以内に補充すること

（４）定時社員総会の開催

　　　少なくとも年１回の定時社員総会を開催すること

（５）社員の議決権

　　　社員の議決権を各１個とすること

（６）評議員会の設置（財団の場合）
　　　財団である医療法人には評議員会を置くこと

８　医療法人の会計について

　　医療法人による医業経営の透明性の確保を図るため、「一般に公正妥当と認められる会計の慣行に従うこと」が規定
（１）会計年度終了後に作成する書類の追加

　　「事業報告書」の追加

　　また事業報告書は監事に提出しなければならない。

（２）決算の届出

　　会計年度終了後２ヶ月以内に従来の決算書類（財産目録、貸借対照表、損益計算書）に加えて、事業報告書を作成し、監事の監査報告書と合わせて、会計年度終了後３ヶ月以内に知事へ提出すること

　　※新たな決算書類の届出については、１９年４月１日以降に開始する会計年度分から適用

９　医療法人の書類の整備と閲覧について

　　事業報告書等、監事の監査報告書、定款または寄附行為を各事務所に備え置き、その社員または評議員または債権者から請求があった場合には、正当な理由がある場合を除き、閲覧に供しなければならない。

　　また、知事は届出書類について、閲覧請求があった場合には、閲覧に供しなければならない。

10　医療法人の資産要件の見直し

　　自己資本比率に関する要件（病院または介護老人保健施設を開設する法人について自己資本比率２０％以上、特別医療法人について同３０％以上）が廃止

平成１９年１２月２３日
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